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(57)【要約】
超音波ビームを送受信する複数の振動素子（１）と、振
動素子各々に接続され、振動素子を駆動する送信駆動信
号を出力する複数の送信回路（２）と、送信回路に電力
を供給する送信電源（３）とを備える。送信駆動信号を
生成するための送信信号を検出するパルス検出部（２１
）と、送信回路全体に供給される電力を検出する電力測
定部（２０）と、パルス検出部と電力測定部との出力に
基づいて振動素子ごとに分配される電力量を算出する分
配算出部（２４）と、分配算出部の出力から複数の振動
素子に供給される各々パワーを導出するパワー分布導出
部（２２）とを備え、パワー分布導出部で導出されたパ
ワー分布に基づいて、送信駆動信号を制御する。この構
成により、少ない部品点数の回路で、振動素子の局所的
な発熱を検出することができる温度監視を実際の送信パ
ワーに基づいて行うことができ、より小型で信頼性の高
い超音波診断装置を提供することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波ビームを送受信する複数の振動素子と、
　前記振動素子各々に接続され、前記振動素子を駆動する送信駆動信号を出力する複数の
送信回路と、
　前記送信回路に電力を供給する送信電源とを備えた超音波診断装置において、
　前記送信駆動信号を生成するための送信信号を検出するパルス検出部と、
　前記送信回路全体に供給される電力を検出する電力測定部と、
　前記パルス検出部と前記電力測定部との出力に基づいて前記振動素子ごとに分配される
電力量を算出する分配算出部と、
　前記分配算出部の出力から前記複数の振動素子に供給される各々のパワーを導出するパ
ワー分布導出部とを備え、
　前記パワー分布導出部で導出された前記パワー分布に基づいて、前記送信駆動信号を制
御することを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送信パルスを生成する送信パルス発生部と、
　前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発生部を制御する制御信号を生成する送信
制御部とを有し、
　前記送信信号は、前記送信パルスであることを特徴とする請求項１記載の超音波診断装
置。
【請求項３】
　複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送信パルスを生成する送信パルス発生部と、
　前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発生部を制御する制御信号を生成する送信
制御部とを有し、
　前記送信信号は、前記制御信号であることを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置
。
【請求項４】
　前記パルス検出部と前記電力測定部は、送信される超音波ビームごとにそれぞれ検出と
測定を行うことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記電力測定部は、所定の時間における電力量を検出し、
　前記パルス検出部は、前記所定の時間において、送信パルス発生部が出力するパルスの
頻度を検出することを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記パルス検出部、前記電力測定部、および前記分配算出部の少なくとも一つにおいて
、送信される各超音波ビームのモードごとに処理を切り替えることのできる接続選択部を
有することを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記送信電源は、複数の電源から構成され、
　前記複数の電源に対応するように前記電力測定部が複数設けられていることを特徴とす
る請求項１～６のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断装置に関し、より詳細には、振動素子の送信パワーの管理技術に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に超音波探触子（プローブ）は、複数の振動素子からなるアレイ振動素子（振動素
子群）を有する。超音波探触子は、振動素子群から超音波ビームを出力し、電子走査を行
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う。その電子走査方式としては、電子リニア走査や電子セクタ走査が挙げられる。
【０００３】
　振動素子群には、高電圧の送信駆動信号が供給され、それにより振動素子ごとに超音波
が送波される。振動素子ごとに送波された超音波が合成されて超音波ビームとなる。振動
素子群における電気音響変換に当たって電力損失は熱として出力される。つまり、振動素
子群が発熱し、その熱は超音波探触子の各部分へ伝導される。その熱伝導により、音響レ
ンズの表面も熱くなる。超音波探触子は、生体に直接接触させるものであるから、例えば
やけどなど生体に対する安全性の観点から、振動素子群あるいは超音波探触子の温度管理
が非常に重要である（法令、安全規格などもある）。
【０００４】
　ここで、電子リニア走査を前提として、振動素子群における素子配列方向に沿った温度
分布について検討してみる。例えば、二次元白黒断層画像（Ｂモード画像）上に二次元カ
ラー血流画像（カラードプラモード画像）を合成表示するカラーフローマッピングモード
においては、１ビームアドレス当たり、Ｂモード用に１回の送信、及び、カラードプラモ
ード用に例えば１０回の送信を行う必要がある（送信条件はそれぞれのモードで相違）。
しかも、カラードプラモード画像を形成する振動素子領域は振動素子群の一部分に設定さ
れる場合が多い。この場合に、振動素子群における各位置の温度は一様ではなく、カラー
ドプラモード用の送信がＢモード用送信と、併せて行われる範囲の温度がより上昇する。
したがって、超音波画像を形成する領域やモードによらず振動素子群の温度が一律である
と想定すると局所的に温度を見誤ってしまう。
【０００５】
　従来の超音波診断装置の中には、第１の超音波診断装置として、共用される送信電源の
電圧及び電流をモニタし、つまり送信に係る全体の電力量を監視することにより、温度管
理を行うものがある。
【０００６】
　また、第２の超音波診断装置として、送信条件を考慮したソフトウエア計算によって温
度を求める方式のものも提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００７】
　また、第３の超音波診断装置として、振動素子群に対応する各位置に複数の送信パワー
検出回路を配置し、その検出結果に基づいて温度を求める方式のものも提案されている（
例えば、特許文献２参照）。図５は、第３の超音波診断装置の部分構成を示すブロック図
である。この超音波診断装置は、超音波を送受信する複数の振動素子１（振動素子群１１
）と、送信駆動信号を振動素子１に入力する複数の送信回路２（送信回路群１２）と、送
信回路２に送信パルスを供給する送信パルス発生部４と、送信回路部２に電力を供給する
送信電源３とを有する。さらに、送信回路２のそれぞれの送信駆動信号から電力量を検出
する電力検出部４０と、電力検出部４０の出力から超音波探触子の温度を検出する送信監
視部２３とを有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－７０７８４号公報
【特許文献２】特開２００３－３２５５０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、従来の第１の超音波診断装置では、振動素子群の全体をマクロ的に評価
することとなり、上記のような局所的な発熱を検出することが困難であるという問題があ
る。また、この超音波診断装置では、送信パワー制御を行うと一律にパワーを制限するこ
ととなり、場合によっては過剰にパワー制限を行ってしまうこととなり、発熱を抑えられ
る一方で超音波信号の感度（信号対ノイズ比）が低下することにより超音波画像の画質が
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低下するという問題がある。
【００１０】
　また、従来の第２の超音波診断装置では、解像度優先や感度優先といった様々な条件設
定に対応して、送信パルスの電圧、波数、送信間隔などが細かく調整され、また動作シー
ケンスも複雑であることから、その計算量は膨大であり、その計算内容は複雑であり、シ
ステムに設計ミスやバグが発生する可能性が高まる。また、計算によって発熱の影響を求
めるため、装置の実際の挙動と計算結果が一致しない可能性もある。例えば、システムの
バグや装置の故障によって、設計した送信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った
場合、その発熱の状況を検知することは困難であるという問題がある。
【００１１】
　また、従来の第３の超音波診断装置では、独立して駆動される数百に及ぶ振動素子各々
に供給される電力量を十分な分解能で測定しなければならず、そのための回路は占有面積
が大きく、集積化・低コスト化を阻害する要因となるという問題がある。同時に、回路の
部品点数が多くなることで装置全体の故障発生率が上がり、信頼性が低下する恐れがある
という問題もある。
【００１２】
　本発明は、上記従来の問題を解決するもので、振動素子群の局所的な発熱を検出するこ
とができる温度監視を実際の送信パワーに基づいて行い、また温度監視をより少ない部品
点数の回路で行うことで、より小型で信頼性の高い超音波診断装置を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の超音波診断装置は、超音波ビームを送受信する複数の振動素子と、前記振動素
子各々に接続され、前記振動素子を駆動する送信駆動信号を出力する複数の送信回路と、
前記送信回路に電力を供給する送信電源とを備える。上記課題を解決するために、前記送
信駆動信号を生成するための送信信号を検出するパルス検出部と、前記送信回路全体に供
給される電力を検出する電力測定部と、前記パルス検出部と前記電力測定部との出力に基
づいて前記振動素子ごとに分配される電力量を算出する分配算出部と、前記分配算出部の
出力から前記複数の振動素子に供給される各々パワーを導出するパワー分布導出部とを備
え、前記パワー分布導出部で導出された前記パワー分布に基づいて、前記送信駆動信号を
制御することを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明の超音波診断装置において、複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送
信パルスを生成する送信パルス発生部と、前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発
生部を制御する制御信号を生成する送信制御部とを有し、前記送信信号は、前記送信パル
スである構成にすることができる。
【００１５】
　また、複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送信パルスを生成する送信パルス発生
部と、前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発生部を制御する制御信号を生成する
送信制御部とを有し、前記送信信号は、前記制御信号である構成にすることができる。
【００１６】
　また、前記パルス検出部と前記電力測定部は、送信される超音波ビームごとにそれぞれ
検出と測定を行う構成にすることができる。
【００１７】
　また、前記パルス検出部は、送信パルス発生部が出力するパルスの頻度を検出する構成
にすることもできる。この場合は、分配算出部からの出力がパワー分布となるため、パワ
ー分布導出部がなくてもよい。
【００１８】
　また、前記パルス検出部、前記電力測定部、および前記分配算出部の少なくとも一つに
おいて、送信される各超音波ビームのモードごとに処理を切り替えることのできる接続選
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択部を有する構成にすることができる。
【００１９】
　また、前記送信電源は、複数の電源から構成され、前記複数の電源に対応するように前
記電力測定部が複数設けられている構成にすることができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、パワー分布を導出することにより、振動素子群の局所的な発熱を検出
する温度監視を実際の送信パワーに基づいて行い、また温度監視をより少ない部品点数の
回路で行うことができ、小型で信頼性の高い超音波診断装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施の形態１における超音波診断装置のブロック図
【図２】超音波診断画像と対応する振動素子群のパワーの関係を示す図
【図３】本発明の実施の形態５における超音波診断装置の電力測定部のブロック図
【図４】本発明の実施の形態６における超音波診断装置の部分ブロック図
【図５】従来の超音波診断装置のブロック図
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に、本発明の超音波診断装置における実施の形態を図面を参照しながら詳細に説明
する。
【００２３】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の実施の形態１に係る超音波診断装置の構成を示すブロック図である。
振動素子群１１は、図示されていない超音波探触子内に設けられ、複数の振動素子１によ
り構成されている。振動素子１は、対応する送信回路２からの送信駆動信号により駆動さ
れ、超音波を送信する。複数の振動素子１が送信する超音波が重なり合って超音波ビーム
が形成される。送信駆動信号を制御することにより、被検体を超音波ビームにより走査す
ることができる。例えば、複数の振動素子１のうち駆動させる振動素子を順次変化させる
ことにより、被検体を電子リニア走査することができる。
【００２４】
　また、振動素子１は、被検体に反射した超音波を受信する。振動素子１により受信され
た超音波信号は、図示しない信号処理部により処理され、超音波画像などとして表示部に
表示される。
【００２５】
　送信回路群１２は、複数の送信回路２により構成されている。送信回路２は、送信パル
ス発生部４からの送信パルスと、送信電源３から供給された電力とに基づいて、対応する
（例えば１対１に対応する）振動素子１を駆動する送信駆動信号を出力する。
【００２６】
　送信パルス発生部４は、送信制御部２５からの信号に基づいて、各送信回路２に対して
所定の遅延関係を有する送信パルスを出力する。送信電源３は、複数の各送信回路２に電
力を供給する。送信制御部２５は、装置制御部に接続され、診断モードなどの操作者から
の指示に基づいて各部を制御し、特に送信パルス発生器４に診断モードの切り替え等を指
示する制御信号を供給する。
【００２７】
　本実施の形態において、振動素子群１１における温度監視を行うために、各送信回路２
に対応するパルス検出部２１で構成したパルス検出部群３１と電力測定部２０とが配置さ
れている。
【００２８】
　パルス検出部群３１は、送信回路２に対応する複数のパルス検出部２１により構成され
ている。パルス検出部２１は、送信パルス発生部４から対応する送信回路２へ入力される
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送信パルスを検出する回路である。もちろん、パワー分布導出を行う限りにおいて、送信
パルスの種類など他の情報の検出を行うようにしてもよい。電力測定部２０は、送信電源
３が送信回路群１２に供給する電力量を測定する回路である。パルス検出部群３１および
電力測定部２０の具体的な処理は実施の形態３、４において説明する。
【００２９】
　分配算出部２４は、電力測定部２０とパルス検出部群３１とに接続され、電力測定部２
０による電力測定結果およびパルス検出部群３１による送信パルス検出結果が入力される
。分配算出部２４は、電力測定結果および送信パルス検出結果に基づいて、送信パルスが
検出された振動素子１ごとに電力測定結果の値を分配する。パワー分布導出部２２は、分
配算出部２４からの分配された電力測定結果の値に対して積算処理などを行い振動素子１
ごとのパワー（パワー分布）を導出する。
【００３０】
　送信監視部２３は、パワー分布導出部２２において導出されたパワー分布に基づいて、
例えば、振動素子１ごとの発熱量を算出し、超音波探触子表面の温度を算出する。送信監
視部２３は、超音波探触子表面の温度が所定の判定値を超える場合に警告信号を送信制御
部２５に出力する。送信制御部２５は、警告信号を受信すると、例えば、送信駆動信号の
電力を下げるなど振動素子１の発熱量が抑制されるような制御を行う。
【００３１】
　図２は、Ｂモード画像上にカラードプラモード画像が合成された超音波画像および配列
された振動素子１と各素子に供給される電力量（パワー）を対応させた図である。Ｂモー
ド画像上にカラードプラモード画像が合成されるカラーフローマッピングモードにおいて
は、カラードプラモード画像用振動素子は、Ｂモード画像用の振動素子でもあるため、振
動素子により供給されるパワーが異なる。このカラーフローマッピングモードにおいて、
パワーピーク箇所５０に対応する振動素子１に多くのパワーが供給されるため、発熱量が
多い。
【００３２】
　本実施の形態に係る超音波診断装置では、振動素子ごとにＢモード画像用およびカラー
ドプラモード画像用の送信パルスを検出するため、局所的に温度が上昇してもその温度を
検出することができる。
【００３３】
　また、送信電源３により実際に供給された電力量および送信回路２に実際に入力された
送信パルスに基づいてパワー分布を導出しているため、システムのバグや装置の故障によ
って、設計した送信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った場合も、振動素子群１
１の温度の状況を検知することができる。
【００３４】
　また、例えば図５に示す従来の超音波診断装置の電力検出部４０のように送信回路２に
供給される電力量（物理量）を測定するのではなく、パルス検出部２１がタイミングをと
るための信号である送信パルスを検出する構成とすることにより、例えばパルス検出部２
１にＡ／Ｄコンバータのような回路を設ける必要がなく、パルス検出部群３１を小さく構
成することが可能となる。
【００３５】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、送信電源３が供給する電力を測
定する電力測定部２０と、送信回路２ごとに供給される送信パルスを検出するパルス検出
部群３１と、分布算出部２４と、パワー分布導出部２２と、送信監視部２３とを有する。
この構成により、振動素子群または超音波探触子表面の局所的な発熱または温度上昇があ
っても算出することができる。
【００３６】
　また、実際に供給された電力量および実際に生成された送信パルスに基づいてパワー分
布を導出しているため、設計した送信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った場合
も振動素子群１１の発熱および温度の状況を算出することができる。したがって、安全に
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被検体を診断することができる。
【００３７】
　また、図５に示す従来技術のように電力検出部４０を複数設ける場合に比べ、パルス検
出部群３１をより少ない部品点数の回路でより小さく構成することが可能となり、より安
価かつ小型で信頼性が高い。
【００３８】
　なお、送信パルス発生部４から出力される送信パルスは、タイミングをとるための信号
であるため任意の送信パルスであってよく、例えば、矩形波、正弦波、バースト波あるい
はチャープ波のような様々な形態であっても柔軟に対応することができる。
【００３９】
　また、本実施の形態では、送信監視部２３と送信制御部２５とにより振動素子群１１の
発熱および温度を算出し、その温度が所定の判定値を超える場合に送信パワーが抑制され
るような制御を行うことについて述べた。しかし、本実施の形態では、この例に限定され
ない。例えば、超音波探触子表面の温度を算出し、その温度が所定の判定値になるまで送
信パワーを増大させることで、より超音波信号の感度（信号対ノイズ比）を向上させ、よ
り高画質な超音波診断装置とすることもできる。
【００４０】
　（実施の形態２)
　本発明の実施の形態２に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００４１】
　本実施の形態では、パルス検出部群３１を、送信パルス発生部４やパワー分布導出部２
２と同じＩＣに集積化して構成する。パルス検出部群３１は、送信駆動信号のタイミング
を示す信号である送信パルスを検出するため、例えばＡ／Ｄコンバータのような回路を設
ける必要がなくＩＣへの集積化が容易である。
【００４２】
　ここで、数百にも及ぶ振動素子１に対応するパルス検出部２１で構成されたパルス検出
部群３１をＩＣに集積化することで、回路を安価に小さく構成することが可能となる。さ
らに、パルス検出部群３１を送信パルス発生部４やパワー分布導出部２２が搭載されるＩ
Ｃに統合して実装することで基板上に実装される部品点数をより削減することが可能とな
る。このため、超音波診断装置全体の故障発生率を下げ、製品の信頼性を向上させること
ができる。
【００４３】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、パルス検出部群３１をＩＣに集
積化することにより、パルス検出部群３１を安価に小さく構成でき、かつ部品点数を削減
することができる。したがって、超音波診断装置を安価かつ小型で信頼性が高く安全なも
のとすることができる。
【００４４】
　なお、パルス検出部２１は、すべての振動素子１に対してではなく、一部の振動素子を
選択して対応させる構成にすることもできる。この構成により、よりパルス検出部群３１
と分配算出部２４およびパワー分布導出部２２の回路規模を縮小し、より安価で小型な超
音波診断装置とすることが可能である。
【００４５】
　（実施の形態３）
　本発明の実施の形態３に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
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【００４６】
　パルス検出部２１は、超音波ビームの送信ごとに送信パルスの有無を検出する。電力測
定部２０は、超音波ビームの送信ごとに、送信電源３の送信回路群１２への電力量を測定
する。分配算出部２４は、超音波ビームの送信ごとに、測定された電力量値を振動素子１
ごとに分配する。
【００４７】
　以上の構成により、振動素子群１１に対応するパワー分布を送信ごとに分けて導出でき
、複雑な診断モードに対してもより正確に温度を推定することができる。
【００４８】
　次に、カラーフローマッピングモードにおける動作を図２を参照しながら説明する。ま
ず、電力測定部２０は、Ｂモード画像用送信の開始から終了までの間に送信回路群１２に
供給された電力量を測定する。また、パルス検出部２１は、Ｂモード画像用送信のために
各送信回路２に供給される送信パルスの有無を検出する。次に、分配算出部２４は、測定
された電力および検出された送信パルスの有無に基づいて、Ｂモード画像用に電力量値を
送信パルスが検出された送信回路２に対応する振動素子１ごとに分配する。分配算出部２
４は、Ｂモード画像用送信終了時に算出結果をパワー分布導出部２２に出力する。
【００４９】
　次に、電力測定部２０は、カラードプラモード画像用送信の開始から終了までの間に送
信回路群１２に供給された電力量を測定する。また、パルス検出部２１は、カラードプラ
モード画像用送信のために各送信回路２に供給される送信パルスの有無を検出する。次に
、分配算出部２４は、測定された電力量および検出された送信パルスの有無に基づいて、
カラードプラモード画像用に電力量値を送信パルスが検出された送信回路２に対応する振
動素子１ごとに分配する。分配算出部２４は、カラードプラモード画像用送信終了時に算
出結果をパワー分布導出部２２に出力する。
【００５０】
　パワー分布導出部２２は、それぞれの超音波ビームの送信特性に合わせて分配算出部２
４の算出結果（物理量）の積算を行ってパワー分布を導出し、パワー分布を送信監視部２
３へ出力する。この際、それぞれのモードによる超音波ビームの送信による発熱特性が異
なり、Ｂモード画像用送信よりカラードプラモード画像用送信のほうがより発熱しやすい
場合もあるが、送信ごとに分けて測定、検出、算出することで、発熱が異なるそれぞれの
送信の影響をより正確に求めることができる。
【００５１】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、電力測定部２０とパルス検出部
２１と分配算出部２４が超音波ビームの送信ごとにそれぞれ測定、検出、算出を行う構成
である。この構成により、発熱が異なるそれぞれのモードにおける超音波ビームの送信の
影響をより正確に求めることができ、より安全な超音波診断装置を提供することができる
。
【００５２】
　（実施の形態４）
　本発明の実施の形態４に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態３に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態３に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、実施の形態４に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００５３】
　実施の形態３に係る超音波診断装置は、超音波ビームの送信ごとに送信回路群１２に供
給された電力量の測定、送信パルスの有無の検出、パワー分布の算出を行うものであった
。本実施の形態に係る超音波診断装置は、所定の単位時間において、送信回路群１２に供
給された電力量の測定、送信パルスの数（頻度）の検出、パワー分布の算出を行うもので
ある。この構成により、パワー分布導出部２２は、不要となる。
【００５４】
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　電力測定部２０は、単位時間における送信電源３から送信回路群１２への電力量を測定
する。パルス検出部２１は、カウンタを有し、単位時間における送信パルスの数を検出す
る。分配算出部２４は、電力量と送信パルスの数に基づいて、単位時間における測定され
た電力量値を振動素子１ごとに分配する。分配された電力量値は、単位時間ごとのパワー
分布であり、パワー分布は送信監視部２３へ出力される。
【００５５】
　実施の形態３におけるパワー分布導出部２２は、十分な分解能で物理量であるパワーを
積算する回路が必要なため、相応の回路規模が必要である。本実施の形態にいては、パル
ス検出部２１において送信パルスの頻度を検出することにより、物理量の積算回路を有す
るパワー分布導出部２２が不要となる。
【００５６】
　なお、分配算出部２４において、電力測定部２０からの電力量およびパルス検出部群３
１からのパルスの数を所定の数で割ることにより、実施の形態３と同様の結果を得ること
ができる。したがって、この場合は、パワー分布導出部２２が必要である。
【００５７】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、所定の単位時間において、送信
回路群１２に供給された電力量の測定、送信パルスの数の検出、パワー分布の算出を行う
構成である。したがって、積算回路を有するパワー分布導出部２２が不要となり、パワー
分布導出に関する回路（電力測定部２０、パルス検出部群３１、分配算出部２４）全体を
小さくすることができる。このため、安価で小型な超音波診断装置を提供することが可能
である。
【００５８】
　（実施の形態５）
　本発明の実施の形態５に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。本実施の形態に係る超音波診断装置は
、電力測定部２０に特徴を有するものであり、以下この特徴部分について図１、図３を参
照しながら説明する。
【００５９】
　図３は、本実施の形態に係る超音波診断装置の電力測定部２０の構成を示すブロック図
である。電力測定部２０は、測定部２８と、接続選択部２６と、複数の集計部２７とを有
する構成である。測定部２８は、送信電源３が送信回路群１２に供給する電力量を測定す
る。接続選択部２６は、送信制御部２５からの指示に基づいて、測定部２８を接続する集
計部２７を変更し、測定部２８が測定した電力量を伝達する。接続の変更は、例えば、複
数のモードを用いて超音波画像を生成する場合に、モードごとに接続を変更することで、
送信パルスの種類や診断モードに応じて電力量の測定結果を分類して出力することができ
る。各集計部２７は、所定の時間内に伝達された電力量を集計し、分配算出部２４に出力
する。
【００６０】
　次に、本実施の形態に係る超音波診断装置のカラーフローマッピングモードにおける動
作を図２を参照しながら説明する。まず、送信制御部２５は、Ｂモード画像用送信を行う
旨を送信パルス発生部４に指示するとともに、電力測定部２０の接続選択部２６にも指示
する。接続選択部２６は、送信制御部２５からの指示に基づき測定部２５を適切な集計部
２７に接続する。次に、送信パルス発生部４は、送信制御部２５からの指示に基づいて送
信パルスを生成し、各送信回路２に入力するとともに、送信パルスは各パルス検出部２１
において数がカウントされる。
【００６１】
　送信回路２は、送信パルスおよび送信電源３から供給される電力に基づいて送信駆動信
号を生成する。振動素子１は、送信駆動信号により駆動されて超音波を照射し、被検体に
より反射された超音波を受信する。振動素子１により受信された信号は、図示しない回路
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処理部でＢモード画像データに変換される。
【００６２】
　電力測定部２０において、測定部２８は、Ｂモード画像用送信における送信回路群１２
に供給された電力量を検出する。検出された電力量は、接続選択部２６に接続された集計
部２７で集計される。
【００６３】
　次に、送信制御部２５は、カラードプラモード画像用送信を行う旨を送信パルス発生部
４に指示するとともに、電力測定部２０の接続選択部２６にも指示する。接続選択部２６
は、送信制御部２５からの指示に基づき測定部２５を適切な集計部２７に接続の変更を行
う。次に、送信パルス発生部４は、送信制御部２５からの指示に基づいて送信パルスを生
成し、各送信回路２に供給するとともに、各パルス検出部２１に送信パルスの数がカウン
トされる。
【００６４】
　送信回路２は、送信パルスおよび送信電源３から供給される電力に基づいて送信駆動信
号を生成する。振動素子１は、送信駆動信号により駆動され超音波を照射し、被検体によ
り反射された超音波を受信する。振動素子１により受信された信号は、図示しない回路処
理部でカラードプラモード画像データに変換される。
【００６５】
　電力測定部２０において、測定部２８は、カラードプラモード画像用送信における送信
回路群１２に供給された電力量を検出する。検出された電力量は、接続選択部２６に接続
された集計部２７で集計される。
【００６６】
　次に、分配算出部２４は、各集計部２７からの出力に対して重み付けを行う。次に、パ
ワー分布導出部２２は、分配算出部２４からの出力された振動素子１ごとに供給された電
力量に基づいて振動素子１ごとのパワー分布を導出する。以下、実施の形態１と同様の手
順により超音波探触子の温度を算出する。
【００６７】
　以上のように、本実施の形態において、電力測定部２０は内部に測定部２８と接続選択
部２６と複数の集計部２７とを有する構成とすることで、複数の診断モードに対して、モ
ードごとによる温度上昇の寄与を計算することができるため、超音波探触子の表面温度を
正確に算出することができる。したがって、より安全な超音波診断装置を提供することが
可能となる。
【００６８】
　なお、本実施の形態では、図３に示したように電力測定部２０にモードごとに電力量を
算出する機構を設けた例を示した。しかし、本実施の形態はこの例に限定されず、例えば
パルス検出部群３１に図３に示した同様の構成を設けても同様に、複雑な診断モードに対
しても超音波探触子の表面温度をより正確に温度を算出することもできる。
【００６９】
　（実施の形態６）
　本発明の実施の形態６に係る超音波診断装置の構成要素は、送信電源３および電力測定
部２０が複数形成され、それに伴い分配算出部２４が複数の電力測定部２０により測定さ
れた複数の電力量値を処理可能に構成された点以外は実施の形態１に係る超音波診断装置
の構成要素と同様である。本実施の形態に係る超音波診断装置において、実施の形態１に
係る超音波診断装置と同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音波診断装置と
同一の符号を付して説明を省略する。
【００７０】
　図４は、本実施の形態に係る超音波診断装置の構成を示す部分ブロック図である。送信
電源３は、複数設けられ、例えばＢモード画像上にカラードプラモード画像が合成される
カラーフローマッピングモードにおいて、Ｂモード画像用送信ビームとカラードプラモー
ド画像用送信ビームに対してそれぞれ独立した電源として用いられる。この構成により、
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それぞれのモードに最適な送信電圧を送信回路群１２に供給することができ、超音波画像
の画質を向上させることができ、診断性能を高めることができる。
【００７１】
　電力測定部は、送信電源３のそれぞれに対応するように複数設けられている。分配算出
部２４は、電力測定部２０のそれぞれに対応するように複数設けられた算出部２９と、複
数の算出部２９の出力を合わせる合成部３０とを有する。算出部２９は、それぞれ各モー
ドにおける電力測定部２０が検出した電力量と、各パルス検出部２１のパルスの数により
、電力量値を振動素子１ごとに分配する。また、各算出部２９は、電力量の分配値に対し
てモードごとに所定の重み付けを行う。例えば、上記Ｂモード画像用送信ビームとカラー
ドプラモード画像用送信ビームでは、消費電力量に対する温度上昇の寄与が必ずしも同じ
ではない。この寄与の違いを所定の重み付けを行うことにより補正する。合成部３０では
、各モードにおける電力量の分配値を合成し、パワー分布導出部２２に入力する。
【００７２】
　以上のように、本実施の形態において、複数の電力測定部２０に対応する複数の算出部
２９が算出した電力量の分配値に対して重み付けを行い合成部３０で合成することにより
、電圧の異なる複数の送信電源３による温度上昇の影響を正確に算出することができるよ
うになる。したがって、複雑な診断モードにおいてもより正確に温度を算出することがで
きる。
【００７３】
　（実施の形態７）
　本発明の実施の形態７に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００７４】
　本実施の形態に係る超音波診断装置は、実施の形態１に係る超音波診断装置が送信パル
ス発生部４から出力された送信パルスを用いてパルス検出部群３１によりパルスの数を検
出したのに対して、送信制御部２５からの制御信号をパルス検出部群３１が検出してパル
スの数を検出することを特徴とする。
【００７５】
　送信制御部２５は、送信パルス発生部４とともにパルス検出部群３１にも接続されてい
る。送信制御部２５は、制御信号を送信パルス発生部４に入力するとともにパルス検出部
群３１にも入力する。パルス検出部２１は、送信パルス発生部４によって各送信回路２に
供給される送信パルスの数を算出する。
【００７６】
　送信制御部２５からそれぞれのパルス検出部２１に入力される制御信号は同一である。
送信制御部２５とパルス検出部群３１との間の信号線は、１本であり、パルス検出部群３
１内で分岐され各パルス検出部２１に接続されている。または、パルス検出部群３１を送
信回路２と同じ数の出力をもつ一つの検出回路として構成することができる。
【００７７】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、各パルス検出部２１が送信制御
部２５から出力される共通の制御信号に基づいて動作する構成である。この構成により、
数百に及ぶ送信回路２とパルス検出部２１とを１対１に結ぶ伝送路を設けずに実施の形態
１に係る超音波診断装置と同等の機能を有するとともに、伝送路の数を減らすことができ
るため、超音波診断装置を小型化することができる。したがって、安価かつ小型で信頼性
が高く安全な超音波診断装置を提供することができる。
【００７８】
　（実施の形態８）
　本発明の実施の形態８に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
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波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００７９】
　実施の形態１に係る超音波診断装置は、振動素子群１１の温度分布を監視するのに対し
て、本実施の形態に係る超音波診断装置は、振動素子群１１の音響出力を監視することを
特徴とする。
【００８０】
　分配算出部２４は、電力測定部２０の測定結果と、パルス検出部群３１の検出結果とに
基づいて、１回の送信ビームで駆動した振動素子１に対応する電力量を算出する。パワー
分布導出部２２は、１回の送信ビームあたりのパワー分布を音響出力の強度分布の形で導
出する。送信監視部２３は、音響出力の強度が所定の判定値を超える場合は警告信号を生
成する。送信制御部２５は、警告信号に基づいて音響出力の強度が抑制されるように送信
パルス発生部４に制御信号を供給する。
【００８１】
　ここで、パワー分布導出部２２に入力される振動素子１ごとに分配された電力量値は、
実際の送信パワーに基づいた値であり、システムのバグや装置の故障によって設計した送
信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った場合も、振動素子群１１の音響出力の状
況を検知することができる。
【００８２】
　また、パワー分布導出部２２から出力される音響出力の強度分布は、振動素子群１１の
配置に対応付けられており、振動素子群１１の一部に局所的な出力の集中が発生した場合
も検出することが可能である。
【００８３】
　以上のように、本実施の形態は、送信監視部２３を、振動素子群１１からの音響出力を
指標として監視を行う構成とするものである。この構成により、設計した送信条件と装置
の実際の挙動が異なる状態に陥った場合も振動素子群１１の配置に対応付けられた音響出
力の状況を検知することができ、超音波探触子の一部に局所的な出力の集中が発生した場
合も音響出力の状況を検出することができる。実施の形態１と同様に、音響出力の面でも
より安価かつ小型で信頼性が高く音響出力の面でも安全な超音波診断装置を提供すること
ができる。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　本発明にかかる超音波診断装置は、アレイ振動素子の局所的な発熱も検出する温度監視
または音響出力監視を行うことができ、安全かつ信頼性の高い小型の超音波診断装置とし
て利用可能である。
【符号の説明】
【００８５】
　１　振動素子 
　２　送信回路 
　３　送信電源
　４　送信パルス発生部
　１１　振動素子群
　１２　送信回路群
　２０　電力測定部
　２１　パルス検出部
　２２　パワー分布導出部
　２３　送信監視部
　２４　分配算出部
　２５　送信制御部
　２６　接続選択部
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　２７　集計部
　２８　測定部
　２９　算出部
　３０　合成部
　３１　パルス検出部群
　４０　電力検出部
　５０　振動素子群のパワーピーク箇所

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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【手続補正書】
【提出日】平成23年6月8日(2011.6.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波ビームを送受信する複数の振動素子と、
　前記振動素子各々に接続され、前記振動素子を駆動する送信駆動信号を出力する複数の
送信回路と、
　前記送信回路に電力を供給する送信電源とを備えた超音波診断装置において、
　前記送信駆動信号を生成するための送信信号を検出するパルス検出部と、
　前記送信回路全体に供給される電力を検出する電力測定部と、
　前記パルス検出部と前記電力測定部との出力に基づいて前記振動素子ごとに分配される
電力量を算出する分配算出部と、
　前記分配算出部の出力から前記複数の振動素子に供給される各々のパワーを導出するパ
ワー分布導出部とを備え、
　前記パワー分布導出部で導出された前記パワー分布に基づいて、前記送信駆動信号を制
御することを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送信パルスを生成する送信パルス発生部と、
　前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発生部を制御する制御信号を生成する送信
制御部とを有し、
　前記送信信号は、前記送信パルスであることを特徴とする請求項１記載の超音波診断装
置。
【請求項３】
　複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送信パルスを生成する送信パルス発生部と、
　前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発生部を制御する制御信号を生成する送信
制御部とを有し、
　前記送信信号は、前記制御信号であることを特徴とする請求項１記載の超音波診断装置
。
【請求項４】
　前記パルス検出部と前記電力測定部は、送信される超音波ビームごとにそれぞれ検出と
測定を行うことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記電力測定部は、所定の時間における電力量を検出し、
　前記パルス検出部は、前記所定の時間において、送信パルス発生部が出力するパルスの
頻度を検出することを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記パルス検出部、前記電力測定部、および前記分配算出部の少なくとも一つにおいて
、送信される各超音波ビームのモードごとに処理を切り替えることのできる接続選択部を
有することを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記送信電源は、複数の電源から構成され、
　前記複数の電源に対応するように前記電力測定部が複数設けられていることを特徴とす
る請求項１～６のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断装置に関し、より詳細には、振動素子の送信パワーの管理技術に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に超音波探触子（プローブ）は、複数の振動素子からなるアレイ振動素子（振動素
子群）を有する。超音波探触子は、振動素子群から超音波ビームを出力し、電子走査を行
う。その電子走査方式としては、電子リニア走査や電子セクタ走査が挙げられる。
【０００３】
　振動素子群には、高電圧の送信駆動信号が供給され、それにより振動素子ごとに超音波
が送波される。振動素子ごとに送波された超音波が合成されて超音波ビームとなる。振動
素子群における電気音響変換に当たって電力損失は熱として出力される。つまり、振動素
子群が発熱し、その熱は超音波探触子の各部分へ伝導される。その熱伝導により、音響レ
ンズの表面も熱くなる。超音波探触子は、生体に直接接触させるものであるから、例えば
やけどなど生体に対する安全性の観点から、振動素子群あるいは超音波探触子の温度管理
が非常に重要である（法令、安全規格などもある）。
【０００４】
　ここで、電子リニア走査を前提として、振動素子群における素子配列方向に沿った温度
分布について検討してみる。例えば、二次元白黒断層画像（Ｂモード画像）上に二次元カ
ラー血流画像（カラードプラモード画像）を合成表示するカラーフローマッピングモード
においては、１ビームアドレス当たり、Ｂモード用に１回の送信、及び、カラードプラモ
ード用に例えば１０回の送信を行う必要がある（送信条件はそれぞれのモードで相違）。
しかも、カラードプラモード画像を形成する振動素子領域は振動素子群の一部分に設定さ
れる場合が多い。この場合に、振動素子群における各位置の温度は一様ではなく、カラー
ドプラモード用の送信がＢモード用送信と、併せて行われる範囲の温度がより上昇する。
したがって、超音波画像を形成する領域やモードによらず振動素子群の温度が一律である
と想定すると局所的に温度を見誤ってしまう。
【０００５】
　従来の超音波診断装置の中には、第１の超音波診断装置として、共用される送信電源の
電圧及び電流をモニタし、つまり送信に係る全体の電力量を監視することにより、温度管
理を行うものがある。
【０００６】
　また、第２の超音波診断装置として、送信条件を考慮したソフトウエア計算によって温
度を求める方式のものも提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００７】
　また、第３の超音波診断装置として、振動素子群に対応する各位置に複数の送信パワー
検出回路を配置し、その検出結果に基づいて温度を求める方式のものも提案されている（
例えば、特許文献２参照）。図５は、第３の超音波診断装置の部分構成を示すブロック図
である。この超音波診断装置は、超音波を送受信する複数の振動素子１（振動素子群１１
）と、送信駆動信号を振動素子１に入力する複数の送信回路２（送信回路群１２）と、送
信回路２に送信パルスを供給する送信パルス発生部４と、送信回路部２に電力を供給する
送信電源３とを有する。さらに、送信回路２のそれぞれの送信駆動信号から電力量を検出
する電力検出部４０と、電力検出部４０の出力から超音波探触子の温度を検出する送信監
視部２３とを有する。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－７０７８４号公報
【特許文献２】特開２００３－３２５５０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、従来の第１の超音波診断装置では、振動素子群の全体をマクロ的に評価
することとなり、上記のような局所的な発熱を検出することが困難であるという問題があ
る。また、この超音波診断装置では、送信パワー制御を行うと一律にパワーを制限するこ
ととなり、場合によっては過剰にパワー制限を行ってしまうこととなり、発熱を抑えられ
る一方で超音波信号の感度（信号対ノイズ比）が低下することにより超音波画像の画質が
低下するという問題がある。
【００１０】
　また、従来の第２の超音波診断装置では、解像度優先や感度優先といった様々な条件設
定に対応して、送信パルスの電圧、波数、送信間隔などが細かく調整され、また動作シー
ケンスも複雑であることから、その計算量は膨大であり、その計算内容は複雑であり、シ
ステムに設計ミスやバグが発生する可能性が高まる。また、計算によって発熱の影響を求
めるため、装置の実際の挙動と計算結果が一致しない可能性もある。例えば、システムの
バグや装置の故障によって、設計した送信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った
場合、その発熱の状況を検知することは困難であるという問題がある。
【００１１】
　また、従来の第３の超音波診断装置では、独立して駆動される数百に及ぶ振動素子各々
に供給される電力量を十分な分解能で測定しなければならず、そのための回路は占有面積
が大きく、集積化・低コスト化を阻害する要因となるという問題がある。同時に、回路の
部品点数が多くなることで装置全体の故障発生率が上がり、信頼性が低下する恐れがある
という問題もある。
【００１２】
　本発明は、上記従来の問題を解決するもので、振動素子群の局所的な発熱を検出するこ
とができる温度監視を実際の送信パワーに基づいて行い、また温度監視をより少ない部品
点数の回路で行うことで、より小型で信頼性の高い超音波診断装置を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の超音波診断装置は、超音波ビームを送受信する複数の振動素子と、前記振動素
子各々に接続され、前記振動素子を駆動する送信駆動信号を出力する複数の送信回路と、
前記送信回路に電力を供給する送信電源とを備える。上記課題を解決するために、前記送
信駆動信号を生成するための送信信号を検出するパルス検出部と、前記送信回路全体に供
給される電力を検出する電力測定部と、前記パルス検出部と前記電力測定部との出力に基
づいて前記振動素子ごとに分配される電力量を算出する分配算出部と、前記分配算出部の
出力から前記複数の振動素子に供給される各々パワーを導出するパワー分布導出部とを備
え、前記パワー分布導出部で導出された前記パワー分布に基づいて、前記送信駆動信号を
制御することを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明の超音波診断装置において、複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送
信パルスを生成する送信パルス発生部と、前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発
生部を制御する制御信号を生成する送信制御部とを有し、前記送信信号は、前記送信パル
スである構成にすることができる。
【００１５】
　また、複数の前記送信回路にそれぞれ入力される送信パルスを生成する送信パルス発生



(18) JP WO2010/116645 A1 2010.10.14

部と、前記パワー分布に基づいて、前記送信パルス発生部を制御する制御信号を生成する
送信制御部とを有し、前記送信信号は、前記制御信号である構成にすることができる。
【００１６】
　また、前記パルス検出部と前記電力測定部は、送信される超音波ビームごとにそれぞれ
検出と測定を行う構成にすることができる。
【００１７】
　また、前記パルス検出部は、送信パルス発生部が出力するパルスの頻度を検出する構成
にすることもできる。この場合は、分配算出部からの出力がパワー分布となるため、パワ
ー分布導出部がなくてもよい。
【００１８】
　また、前記パルス検出部、前記電力測定部、および前記分配算出部の少なくとも一つに
おいて、送信される各超音波ビームのモードごとに処理を切り替えることのできる接続選
択部を有する構成にすることができる。
【００１９】
　また、前記送信電源は、複数の電源から構成され、前記複数の電源に対応するように前
記電力測定部が複数設けられている構成にすることができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、パワー分布を導出することにより、振動素子群の局所的な発熱を検出
する温度監視を実際の送信パワーに基づいて行い、また温度監視をより少ない部品点数の
回路で行うことができ、小型で信頼性の高い超音波診断装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施の形態１における超音波診断装置のブロック図
【図２】超音波診断画像と対応する振動素子群のパワーの関係を示す図
【図３】本発明の実施の形態５における超音波診断装置の電力測定部のブロック図
【図４】本発明の実施の形態６における超音波診断装置の部分ブロック図
【図５】従来の超音波診断装置のブロック図
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に、本発明の超音波診断装置における実施の形態を図面を参照しながら詳細に説明
する。
【００２３】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の実施の形態１に係る超音波診断装置の構成を示すブロック図である。
振動素子群１１は、図示されていない超音波探触子内に設けられ、複数の振動素子１によ
り構成されている。振動素子１は、対応する送信回路２からの送信駆動信号により駆動さ
れ、超音波を送信する。複数の振動素子１が送信する超音波が重なり合って超音波ビーム
が形成される。送信駆動信号を制御することにより、被検体を超音波ビームにより走査す
ることができる。例えば、複数の振動素子１のうち駆動させる振動素子を順次変化させる
ことにより、被検体を電子リニア走査することができる。
【００２４】
　また、振動素子１は、被検体に反射した超音波を受信する。振動素子１により受信され
た超音波信号は、図示しない信号処理部により処理され、超音波画像などとして表示部に
表示される。
【００２５】
　送信回路群１２は、複数の送信回路２により構成されている。送信回路２は、送信パル
ス発生部４からの送信パルスと、送信電源３から供給された電力とに基づいて、対応する
（例えば１対１に対応する）振動素子１を駆動する送信駆動信号を出力する。
【００２６】
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　送信パルス発生部４は、送信制御部２５からの信号に基づいて、各送信回路２に対して
所定の遅延関係を有する送信パルスを出力する。送信電源３は、複数の各送信回路２に電
力を供給する。送信制御部２５は、装置制御部に接続され、診断モードなどの操作者から
の指示に基づいて各部を制御し、特に送信パルス発生器４に診断モードの切り替え等を指
示する制御信号を供給する。
【００２７】
　本実施の形態において、振動素子群１１における温度監視を行うために、各送信回路２
に対応するパルス検出部２１で構成したパルス検出部群３１と電力測定部２０とが配置さ
れている。
【００２８】
　パルス検出部群３１は、送信回路２に対応する複数のパルス検出部２１により構成され
ている。パルス検出部２１は、送信パルス発生部４から対応する送信回路２へ入力される
送信パルスを検出する回路である。もちろん、パワー分布導出を行う限りにおいて、送信
パルスの種類など他の情報の検出を行うようにしてもよい。電力測定部２０は、送信電源
３が送信回路群１２に供給する電力量を測定する回路である。パルス検出部群３１および
電力測定部２０の具体的な処理は実施の形態３、４において説明する。
【００２９】
　分配算出部２４は、電力測定部２０とパルス検出部群３１とに接続され、電力測定部２
０による電力測定結果およびパルス検出部群３１による送信パルス検出結果が入力される
。分配算出部２４は、電力測定結果および送信パルス検出結果に基づいて、送信パルスが
検出された振動素子１ごとに電力測定結果の値を分配する。パワー分布導出部２２は、分
配算出部２４からの分配された電力測定結果の値に対して積算処理などを行い振動素子１
ごとのパワー（パワー分布）を導出する。
【００３０】
　送信監視部２３は、パワー分布導出部２２において導出されたパワー分布に基づいて、
例えば、振動素子１ごとの発熱量を算出し、超音波探触子表面の温度を算出する。送信監
視部２３は、超音波探触子表面の温度が所定の判定値を超える場合に警告信号を送信制御
部２５に出力する。送信制御部２５は、警告信号を受信すると、例えば、送信駆動信号の
電力を下げるなど振動素子１の発熱量が抑制されるような制御を行う。
【００３１】
　図２は、Ｂモード画像上にカラードプラモード画像が合成された超音波画像および配列
された振動素子１と各素子に供給される電力量（パワー）を対応させた図である。Ｂモー
ド画像上にカラードプラモード画像が合成されるカラーフローマッピングモードにおいて
は、カラードプラモード画像用振動素子は、Ｂモード画像用の振動素子でもあるため、振
動素子により供給されるパワーが異なる。このカラーフローマッピングモードにおいて、
パワーピーク箇所５０に対応する振動素子１に多くのパワーが供給されるため、発熱量が
多い。
【００３２】
　本実施の形態に係る超音波診断装置では、振動素子ごとにＢモード画像用およびカラー
ドプラモード画像用の送信パルスを検出するため、局所的に温度が上昇してもその温度を
検出することができる。
【００３３】
　また、送信電源３により実際に供給された電力量および送信回路２に実際に入力された
送信パルスに基づいてパワー分布を導出しているため、システムのバグや装置の故障によ
って、設計した送信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った場合も、振動素子群１
１の温度の状況を検知することができる。
【００３４】
　また、例えば図５に示す従来の超音波診断装置の電力検出部４０のように送信回路２に
供給される電力量（物理量）を測定するのではなく、パルス検出部２１がタイミングをと
るための信号である送信パルスを検出する構成とすることにより、例えばパルス検出部２
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１にＡ／Ｄコンバータのような回路を設ける必要がなく、パルス検出部群３１を小さく構
成することが可能となる。
【００３５】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、送信電源３が供給する電力を測
定する電力測定部２０と、送信回路２ごとに供給される送信パルスを検出するパルス検出
部群３１と、分布算出部２４と、パワー分布導出部２２と、送信監視部２３とを有する。
この構成により、振動素子群または超音波探触子表面の局所的な発熱または温度上昇があ
っても算出することができる。
【００３６】
　また、実際に供給された電力量および実際に生成された送信パルスに基づいてパワー分
布を導出しているため、設計した送信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った場合
も振動素子群１１の発熱および温度の状況を算出することができる。したがって、安全に
被検体を診断することができる。
【００３７】
　また、図５に示す従来技術のように電力検出部４０を複数設ける場合に比べ、パルス検
出部群３１をより少ない部品点数の回路でより小さく構成することが可能となり、より安
価かつ小型で信頼性が高い。
【００３８】
　なお、送信パルス発生部４から出力される送信パルスは、タイミングをとるための信号
であるため任意の送信パルスであってよく、例えば、矩形波、正弦波、バースト波あるい
はチャープ波のような様々な形態であっても柔軟に対応することができる。
【００３９】
　また、本実施の形態では、送信監視部２３と送信制御部２５とにより振動素子群１１の
発熱および温度を算出し、その温度が所定の判定値を超える場合に送信パワーが抑制され
るような制御を行うことについて述べた。しかし、本実施の形態では、この例に限定され
ない。例えば、超音波探触子表面の温度を算出し、その温度が所定の判定値になるまで送
信パワーを増大させることで、より超音波信号の感度（信号対ノイズ比）を向上させ、よ
り高画質な超音波診断装置とすることもできる。
【００４０】
　（実施の形態２)
　本発明の実施の形態２に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００４１】
　本実施の形態では、パルス検出部群３１を、送信パルス発生部４やパワー分布導出部２
２と同じＩＣに集積化して構成する。パルス検出部群３１は、送信駆動信号のタイミング
を示す信号である送信パルスを検出するため、例えばＡ／Ｄコンバータのような回路を設
ける必要がなくＩＣへの集積化が容易である。
【００４２】
　ここで、数百にも及ぶ振動素子１に対応するパルス検出部２１で構成されたパルス検出
部群３１をＩＣに集積化することで、回路を安価に小さく構成することが可能となる。さ
らに、パルス検出部群３１を送信パルス発生部４やパワー分布導出部２２が搭載されるＩ
Ｃに統合して実装することで基板上に実装される部品点数をより削減することが可能とな
る。このため、超音波診断装置全体の故障発生率を下げ、製品の信頼性を向上させること
ができる。
【００４３】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、パルス検出部群３１をＩＣに集
積化することにより、パルス検出部群３１を安価に小さく構成でき、かつ部品点数を削減
することができる。したがって、超音波診断装置を安価かつ小型で信頼性が高く安全なも
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のとすることができる。
【００４４】
　なお、パルス検出部２１は、すべての振動素子１に対してではなく、一部の振動素子を
選択して対応させる構成にすることもできる。この構成により、よりパルス検出部群３１
と分配算出部２４およびパワー分布導出部２２の回路規模を縮小し、より安価で小型な超
音波診断装置とすることが可能である。
【００４５】
　（実施の形態３）
　本発明の実施の形態３に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００４６】
　パルス検出部２１は、超音波ビームの送信ごとに送信パルスの有無を検出する。電力測
定部２０は、超音波ビームの送信ごとに、送信電源３の送信回路群１２への電力量を測定
する。分配算出部２４は、超音波ビームの送信ごとに、測定された電力量値を振動素子１
ごとに分配する。
【００４７】
　以上の構成により、振動素子群１１に対応するパワー分布を送信ごとに分けて導出でき
、複雑な診断モードに対してもより正確に温度を推定することができる。
【００４８】
　次に、カラーフローマッピングモードにおける動作を図２を参照しながら説明する。ま
ず、電力測定部２０は、Ｂモード画像用送信の開始から終了までの間に送信回路群１２に
供給された電力量を測定する。また、パルス検出部２１は、Ｂモード画像用送信のために
各送信回路２に供給される送信パルスの有無を検出する。次に、分配算出部２４は、測定
された電力および検出された送信パルスの有無に基づいて、Ｂモード画像用に電力量値を
送信パルスが検出された送信回路２に対応する振動素子１ごとに分配する。分配算出部２
４は、Ｂモード画像用送信終了時に算出結果をパワー分布導出部２２に出力する。
【００４９】
　次に、電力測定部２０は、カラードプラモード画像用送信の開始から終了までの間に送
信回路群１２に供給された電力量を測定する。また、パルス検出部２１は、カラードプラ
モード画像用送信のために各送信回路２に供給される送信パルスの有無を検出する。次に
、分配算出部２４は、測定された電力量および検出された送信パルスの有無に基づいて、
カラードプラモード画像用に電力量値を送信パルスが検出された送信回路２に対応する振
動素子１ごとに分配する。分配算出部２４は、カラードプラモード画像用送信終了時に算
出結果をパワー分布導出部２２に出力する。
【００５０】
　パワー分布導出部２２は、それぞれの超音波ビームの送信特性に合わせて分配算出部２
４の算出結果（物理量）の積算を行ってパワー分布を導出し、パワー分布を送信監視部２
３へ出力する。この際、それぞれのモードによる超音波ビームの送信による発熱特性が異
なり、Ｂモード画像用送信よりカラードプラモード画像用送信のほうがより発熱しやすい
場合もあるが、送信ごとに分けて測定、検出、算出することで、発熱が異なるそれぞれの
送信の影響をより正確に求めることができる。
【００５１】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、電力測定部２０とパルス検出部
２１と分配算出部２４が超音波ビームの送信ごとにそれぞれ測定、検出、算出を行う構成
である。この構成により、発熱が異なるそれぞれのモードにおける超音波ビームの送信の
影響をより正確に求めることができ、より安全な超音波診断装置を提供することができる
。
【００５２】
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　（実施の形態４）
　本発明の実施の形態４に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態３に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態３に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、実施の形態４に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００５３】
　実施の形態３に係る超音波診断装置は、超音波ビームの送信ごとに送信回路群１２に供
給された電力量の測定、送信パルスの有無の検出、パワー分布の算出を行うものであった
。本実施の形態に係る超音波診断装置は、所定の単位時間において、送信回路群１２に供
給された電力量の測定、送信パルスの数（頻度）の検出、パワー分布の算出を行うもので
ある。この構成により、パワー分布導出部２２は、不要となる。
【００５４】
　電力測定部２０は、単位時間における送信電源３から送信回路群１２への電力量を測定
する。パルス検出部２１は、カウンタを有し、単位時間における送信パルスの数を検出す
る。分配算出部２４は、電力量と送信パルスの数に基づいて、単位時間における測定され
た電力量値を振動素子１ごとに分配する。分配された電力量値は、単位時間ごとのパワー
分布であり、パワー分布は送信監視部２３へ出力される。
【００５５】
　実施の形態３におけるパワー分布導出部２２は、十分な分解能で物理量であるパワーを
積算する回路が必要なため、相応の回路規模が必要である。本実施の形態にいては、パル
ス検出部２１において送信パルスの頻度を検出することにより、物理量の積算回路を有す
るパワー分布導出部２２が不要となる。
【００５６】
　なお、分配算出部２４において、電力測定部２０からの電力量およびパルス検出部群３
１からのパルスの数を所定の数で割ることにより、実施の形態３と同様の結果を得ること
ができる。したがって、この場合は、パワー分布導出部２２が必要である。
【００５７】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、所定の単位時間において、送信
回路群１２に供給された電力量の測定、送信パルスの数の検出、パワー分布の算出を行う
構成である。したがって、積算回路を有するパワー分布導出部２２が不要となり、パワー
分布導出に関する回路（電力測定部２０、パルス検出部群３１、分配算出部２４）全体を
小さくすることができる。このため、安価で小型な超音波診断装置を提供することが可能
である。
【００５８】
　（実施の形態５）
　本発明の実施の形態５に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。本実施の形態に係る超音波診断装置は
、電力測定部２０に特徴を有するものであり、以下この特徴部分について図１、図３を参
照しながら説明する。
【００５９】
　図３は、本実施の形態に係る超音波診断装置の電力測定部２０の構成を示すブロック図
である。電力測定部２０は、測定部２８と、接続選択部２６と、複数の集計部２７とを有
する構成である。測定部２８は、送信電源３が送信回路群１２に供給する電力量を測定す
る。接続選択部２６は、送信制御部２５からの指示に基づいて、測定部２８を接続する集
計部２７を変更し、測定部２８が測定した電力量を伝達する。接続の変更は、例えば、複
数のモードを用いて超音波画像を生成する場合に、モードごとに接続を変更することで、
送信パルスの種類や診断モードに応じて電力量の測定結果を分類して出力することができ
る。各集計部２７は、所定の時間内に伝達された電力量を集計し、分配算出部２４に出力
する。
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【００６０】
　次に、本実施の形態に係る超音波診断装置のカラーフローマッピングモードにおける動
作を図２を参照しながら説明する。まず、送信制御部２５は、Ｂモード画像用送信を行う
旨を送信パルス発生部４に指示するとともに、電力測定部２０の接続選択部２６にも指示
する。接続選択部２６は、送信制御部２５からの指示に基づき測定部２５を適切な集計部
２７に接続する。次に、送信パルス発生部４は、送信制御部２５からの指示に基づいて送
信パルスを生成し、各送信回路２に入力するとともに、送信パルスは各パルス検出部２１
において数がカウントされる。
【００６１】
　送信回路２は、送信パルスおよび送信電源３から供給される電力に基づいて送信駆動信
号を生成する。振動素子１は、送信駆動信号により駆動されて超音波を照射し、被検体に
より反射された超音波を受信する。振動素子１により受信された信号は、図示しない回路
処理部でＢモード画像データに変換される。
【００６２】
　電力測定部２０において、測定部２８は、Ｂモード画像用送信における送信回路群１２
に供給された電力量を検出する。検出された電力量は、接続選択部２６に接続された集計
部２７で集計される。
【００６３】
　次に、送信制御部２５は、カラードプラモード画像用送信を行う旨を送信パルス発生部
４に指示するとともに、電力測定部２０の接続選択部２６にも指示する。接続選択部２６
は、送信制御部２５からの指示に基づき測定部２５を適切な集計部２７に接続の変更を行
う。次に、送信パルス発生部４は、送信制御部２５からの指示に基づいて送信パルスを生
成し、各送信回路２に供給するとともに、各パルス検出部２１に送信パルスの数がカウン
トされる。
【００６４】
　送信回路２は、送信パルスおよび送信電源３から供給される電力に基づいて送信駆動信
号を生成する。振動素子１は、送信駆動信号により駆動され超音波を照射し、被検体によ
り反射された超音波を受信する。振動素子１により受信された信号は、図示しない回路処
理部でカラードプラモード画像データに変換される。
【００６５】
　電力測定部２０において、測定部２８は、カラードプラモード画像用送信における送信
回路群１２に供給された電力量を検出する。検出された電力量は、接続選択部２６に接続
された集計部２７で集計される。
【００６６】
　次に、分配算出部２４は、各集計部２７からの出力に対して重み付けを行う。次に、パ
ワー分布導出部２２は、分配算出部２４からの出力された振動素子１ごとに供給された電
力量に基づいて振動素子１ごとのパワー分布を導出する。以下、実施の形態１と同様の手
順により超音波探触子の温度を算出する。
【００６７】
　以上のように、本実施の形態において、電力測定部２０は内部に測定部２８と接続選択
部２６と複数の集計部２７とを有する構成とすることで、複数の診断モードに対して、モ
ードごとによる温度上昇の寄与を計算することができるため、超音波探触子の表面温度を
正確に算出することができる。したがって、より安全な超音波診断装置を提供することが
可能となる。
【００６８】
　なお、本実施の形態では、図３に示したように電力測定部２０にモードごとに電力量を
算出する機構を設けた例を示した。しかし、本実施の形態はこの例に限定されず、例えば
パルス検出部群３１に図３に示した同様の構成を設けても同様に、複雑な診断モードに対
しても超音波探触子の表面温度をより正確に温度を算出することもできる。
【００６９】
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　（実施の形態６）
　本発明の実施の形態６に係る超音波診断装置の構成要素は、送信電源３および電力測定
部２０が複数形成され、それに伴い分配算出部２４が複数の電力測定部２０により測定さ
れた複数の電力量値を処理可能に構成された点以外は実施の形態１に係る超音波診断装置
の構成要素と同様である。本実施の形態に係る超音波診断装置において、実施の形態１に
係る超音波診断装置と同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音波診断装置と
同一の符号を付して説明を省略する。
【００７０】
　図４は、本実施の形態に係る超音波診断装置の構成を示す部分ブロック図である。送信
電源３は、複数設けられ、例えばＢモード画像上にカラードプラモード画像が合成される
カラーフローマッピングモードにおいて、Ｂモード画像用送信ビームとカラードプラモー
ド画像用送信ビームに対してそれぞれ独立した電源として用いられる。この構成により、
それぞれのモードに最適な送信電圧を送信回路群１２に供給することができ、超音波画像
の画質を向上させることができ、診断性能を高めることができる。
【００７１】
　電力測定部は、送信電源３のそれぞれに対応するように複数設けられている。分配算出
部２４は、電力測定部２０のそれぞれに対応するように複数設けられた算出部２９と、複
数の算出部２９の出力を合わせる合成部３０とを有する。算出部２９は、それぞれ各モー
ドにおける電力測定部２０が検出した電力量と、各パルス検出部２１のパルスの数により
、電力量値を振動素子１ごとに分配する。また、各算出部２９は、電力量の分配値に対し
てモードごとに所定の重み付けを行う。例えば、上記Ｂモード画像用送信ビームとカラー
ドプラモード画像用送信ビームでは、消費電力量に対する温度上昇の寄与が必ずしも同じ
ではない。この寄与の違いを所定の重み付けを行うことにより補正する。合成部３０では
、各モードにおける電力量の分配値を合成し、パワー分布導出部２２に入力する。
【００７２】
　以上のように、本実施の形態において、複数の電力測定部２０に対応する複数の算出部
２９が算出した電力量の分配値に対して重み付けを行い合成部３０で合成することにより
、電圧の異なる複数の送信電源３による温度上昇の影響を正確に算出することができるよ
うになる。したがって、複雑な診断モードにおいてもより正確に温度を算出することがで
きる。
【００７３】
　（実施の形態７）
　本発明の実施の形態７に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００７４】
　本実施の形態に係る超音波診断装置は、実施の形態１に係る超音波診断装置が送信パル
ス発生部４から出力された送信パルスを用いてパルス検出部群３１によりパルスの数を検
出したのに対して、送信制御部２５からの制御信号をパルス検出部群３１が検出してパル
スの数を検出することを特徴とする。
【００７５】
　送信制御部２５は、送信パルス発生部４とともにパルス検出部群３１にも接続されてい
る。送信制御部２５は、制御信号を送信パルス発生部４に入力するとともにパルス検出部
群３１にも入力する。パルス検出部２１は、送信パルス発生部４によって各送信回路２に
供給される送信パルスの数を算出する。
【００７６】
　送信制御部２５からそれぞれのパルス検出部２１に入力される制御信号は同一である。
送信制御部２５とパルス検出部群３１との間の信号線は、１本であり、パルス検出部群３
１内で分岐され各パルス検出部２１に接続されている。または、パルス検出部群３１を送
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信回路２と同じ数の出力をもつ一つの検出回路として構成することができる。
【００７７】
　以上のように、本実施の形態に係る超音波診断装置は、各パルス検出部２１が送信制御
部２５から出力される共通の制御信号に基づいて動作する構成である。この構成により、
数百に及ぶ送信回路２とパルス検出部２１とを１対１に結ぶ伝送路を設けずに実施の形態
１に係る超音波診断装置と同等の機能を有するとともに、伝送路の数を減らすことができ
るため、超音波診断装置を小型化することができる。したがって、安価かつ小型で信頼性
が高く安全な超音波診断装置を提供することができる。
【００７８】
　（実施の形態８）
　本発明の実施の形態８に係る超音波診断装置の構成要素は、実施の形態１に係る超音波
診断装置の構成要素と同様であり、同一の構成要素については、実施の形態１に係る超音
波診断装置と同一の符号を付して説明を省略する。以下、本実施の形態に係る超音波診断
装置について、図１のブロック図を参照しながら説明する。
【００７９】
　実施の形態１に係る超音波診断装置は、振動素子群１１の温度分布を監視するのに対し
て、本実施の形態に係る超音波診断装置は、振動素子群１１の音響出力を監視することを
特徴とする。
【００８０】
　分配算出部２４は、電力測定部２０の測定結果と、パルス検出部群３１の検出結果とに
基づいて、１回の送信ビームで駆動した振動素子１に対応する電力量を算出する。パワー
分布導出部２２は、１回の送信ビームあたりのパワー分布を音響出力の強度分布の形で導
出する。送信監視部２３は、音響出力の強度が所定の判定値を超える場合は警告信号を生
成する。送信制御部２５は、警告信号に基づいて音響出力の強度が抑制されるように送信
パルス発生部４に制御信号を供給する。
【００８１】
　ここで、パワー分布導出部２２に入力される振動素子１ごとに分配された電力量値は、
実際の送信パワーに基づいた値であり、システムのバグや装置の故障によって設計した送
信条件と装置の実際の挙動が異なる状態に陥った場合も、振動素子群１１の音響出力の状
況を検知することができる。
【００８２】
　また、パワー分布導出部２２から出力される音響出力の強度分布は、振動素子群１１の
配置に対応付けられており、振動素子群１１の一部に局所的な出力の集中が発生した場合
も検出することが可能である。
【００８３】
　以上のように、本実施の形態は、送信監視部２３を、振動素子群１１からの音響出力を
指標として監視を行う構成とするものである。この構成により、設計した送信条件と装置
の実際の挙動が異なる状態に陥った場合も振動素子群１１の配置に対応付けられた音響出
力の状況を検知することができ、超音波探触子の一部に局所的な出力の集中が発生した場
合も音響出力の状況を検出することができる。実施の形態１と同様に、音響出力の面でも
より安価かつ小型で信頼性が高く音響出力の面でも安全な超音波診断装置を提供すること
ができる。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　本発明にかかる超音波診断装置は、アレイ振動素子の局所的な発熱も検出する温度監視
または音響出力監視を行うことができ、安全かつ信頼性の高い小型の超音波診断装置とし
て利用可能である。
【符号の説明】
【００８５】
　１　振動素子
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　２　送信回路
　３　送信電源
　４　送信パルス発生部
　１１　振動素子群
　１２　送信回路群
　２０　電力測定部
　２１　パルス検出部
　２２　パワー分布導出部
　２３　送信監視部
　２４　分配算出部
　２５　送信制御部
　２６　接続選択部
　２７　集計部
　２８　測定部
　２９　算出部
　３０　合成部
　３１　パルス検出部群
　４０　電力検出部
　５０　振動素子群のパワーピーク箇所
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】全図
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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一种超声波诊断装置，包括：多个振动元件（1），该多个振动元件发送
和接收超声波束。 多个传输电路（2），其连接到各个振动元件并输出
用于驱动振动元件的传输驱动信号； 发射电源（3）向发射电路供电。 
该超声波诊断装置还包括：脉冲检测单元（21），其检测要用于生成发
送驱动信号的发送信号；以及 电力测量单元（20），其整体检测提供给
发送电路的电力量； 分布计算单元（24），其基于脉冲检测单元和电力
测量单元的输出来计算分配给每个振动元件的电力量； 功率分布导出单
元（22），基于分布计算单元的输出来导出已经提供给多个振动元件中
的每个的电力，其中，基于在功率中导出的功率分布来控制变速器驱动
信号。 分布推导单元。 利用该配置，可以提供一种更紧凑且高度可靠的
超声诊断设备，该超声诊断设备能够通过使用数量减少的电路来执行温
度监视，该温度监视基于实际的发送功率来检测振动元件的局部发热。
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